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行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令（抄） 

（平成十三年九月二十七日政令第三百二十三号） 

最終改正：平成二二年五月二八日政令第一四三号 

 

 

第三条  法第九条※の政令で定める政策は、次に掲げる政策とする。… 

七  次に掲げる措置について、法律又は法律に基づく命令（告示を含む。）の改正に

よりその内容を拡充する措置又はその期限を変更する措置（期限を繰り上げるもの

を除く。）が講ぜられることを目的とする政策 

イ 租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律 （平成二十二年法律第八号）

第三条第一項 に規定する法人税関係特別措置 

ロ 地方税法 （昭和二十五年法律第二百二十六号）第七百五十七条第一号 に規定

する税負担軽減措置等のうち税額又は所得の金額を減少させることを内容とす

るもの（法人の道府県民税（都民税を含む。）、法人の事業税又は法人の市町村民

税に係るものに限る。） 

八  前号に掲げるもののほか、国税又は地方税について、租税特別措置法 （昭和三

十二年法律第二十六号）又は地方税法 の改正により税額又は所得の金額を減少さ

せることを内容とする措置（法人税、法人の道府県民税（都民税を含む。）、法人の

事業税又は法人の市町村民税に係るものに限る。）が講ぜられることを目的とする

政策 

 

※行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成十三年六月二十九日法律第八十六

号） 「第九条」 

（事前評価の実施） 

第九条  行政機関は、その所掌に関し、次に掲げる要件に該当する政策として個々

の研究開発、公共事業及び政府開発援助を実施することを目的とする政策その他の

政策のうち政令で定めるものを決定しようとするときは、事前評価を行わなければ

ならない。 

一  当該政策に基づく行政上の一連の行為の実施により国民生活若しくは社会経済

に相当程度の影響を及ぼすこと又は当該政策がその実現を目指す効果を発揮する

ことができることとなるまでに多額の費用を要することが見込まれること。 

二  事前評価に必要な政策効果の把握の手法その他の事前評価の方法が開発されて

いること。 


